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1910年代東北アジアの経済関係と

日本の対満洲通賃金融政策

(81) 81 

松野周治

はじめに

1910年代〈明治末~大正中期)，東北アジア，すなわち日本，朝鮮，満州く中国

東北地方のこ土，以下，満州kのみ記す) 3地域聞の経務関係には， lぺっかの顕

著な変化が生じていた。本稿では， この諸変化を貿易面を中心にして明らかに

する。そ Lてその諸変化との関連で日本の対満洲通貨金融政策を考察し，前稿

(，帝国主義確立期日本の対満洲通貨金融政策J~経済論議~ 120巻1・2号， 昭和52年7・8

月〉で試みた第一次世界大戦期寺内内閣の下でなされた日本の対満洲通貨金融

政策の新たな展開についての分析を 層深めたい。

1 1910年代の日本，朝鮮，満洲間貿易

通貨金融政策の背景1 それを要請した諸要因を考察する為には，貨幣の運動

の背後にある商品の運動，対外的には貿易関係より見た概括が必要である。以

下，まず貿易の側面か b問題解決の手がかりを検討する。

1 満洲・朝鮮間貿易

この時期の満洲・朝鮮間貿易で何よりも注目されるのは，朝鮮の対満洲入超

構造とその深刻化ということである。朝鮮の対満洲輸出は漸増するが，満洲の

対朝鮮輸出はそれ以上に増大し朝鮮の入超という事態が続しそしてその入超

幅が1916年を撹にして肱大してい 4 ている〔第l蓑〕。この朝鮮の対満洲入超及

びその深刻化は次の内容から構成されている〔第2表参照〕。

第 1点、は，粟を主とした，高梁・大豆などの雑穀類の本格的輸入の開始とそ
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第 1表満州・朝鮮間貿易〔南満4港対朝鮮貿易額〉

〔単位千海関両〉

輸 出 輸 入 (%) 差 額

1913 4，242 (5，2) 2，166 (2.8) 2，077 

1914 3，257 (4.1) 2，583 (3.1) 674 

1915 5，269 (5.5) 2，949 (3.4) 2，320 

1916 5，191 (6.1) 4，146 (4.2) 1，045 

1917 7，366 (7.0) 5，264 (3.8) 2，102 

1918 10，662 (7.6) 4，934 (3.2) 5，728 

1919 18，266 (10.3) 5，339 (2.7) 12，927 

192町 19，016 (10.1) 5，894 (3.4) 13，122 

1921 13，064 (6.7) 6，459 (3.5) 6，605 

1922 18，796 (8.5) 3，685 (2.1) 15，111 

192に3 25，028 (10.1) G，23G (2.8) 19，793 

1924 25，443 (11.5) 4，828 (2.6) 2日，615

1925 29，079 (11.2) 4，223 (1.9) 24，856 

( )内は輸事出〔入〉総額に対する対朝鮮輸出(入〕額の割合。南港4港とは，大連，l1'二荘，

安東!犬東溝のこと1九満鉄調査課『北支部貿易年報』各年上り作成ー

の定着である。粟輸入は， 1913<rに約290万円幻と前年の10倍以上に激増し，

翌年には米の増収 (1912年に1087万石であった朝鮮の米生産高が， 1913年1211万石，

1914年 1413万石と増大)"'の為減少じたものの， なお100万円を越え輸入総額の約

3分の 1を占めている。 こ う し て 本 格 的 粟 輸 入 の 開始がなされた。 その後，

1915年， 16年と 100万円以下の状態が続いたが 17年からは再び急増し 19年

には1540万円余， 20年には1800万円，その他の穀類 ・ 豆 類 を 合 わ せ て2760万円，

と巨額の輸入がなされた。以後1921年を例外として毎年1000万一一-2000万円の

1) 満洲には，この 4港以外に愛車，三姓，満州星，暗南賓，輯芽珂の各開港場が存在した。しカ

~， これらの開港場を通じた貿晶については商品別地接別統計が明らかにされていない。また，

そり貿易額も南満4搭に比して極めて小さく，し，"'もその大半は日ロシアとり交易である。以上

の理由により本稿においては満州由貿易関係の分析において南満4港の貿易統計を用いることに

する。

2) 1913年以前については地方別輸入額統計がない為，中圏全体の数字であるが，ほぼ全額満洲か

ら申ものと見なせるロ

3) 朝鮮総督府『農業献計聾』昭和 6年. 4ベ ジ「米牛摩統計壷!
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第 2表朝鮮の対満洲主要輸入品

〔単位千円〕

莱 |その鵠|石炭及|豆穀・ コーク久

ー1910 85 324 。
普 1911 602 71 2 

者 1912 271 78 457 21 

普 1913 2，898 328 1，033 53 ，'. 

1914 1，147 30 936 82 3，355 

1915 765 20 1，071 64 3，489 

1916 58 358 1，170 68 3，419 

1917 1，269 350 1，953 102 5，738 

1918 3，099 995 3，390 309 12，772 

1919 15，410 2，515 5，225 1，222 35，107 

1920 18，066 9，524 5，609 4，337 41，618 

1921 973 1，874 3，897 6，059 34，008 

1922 8，806 1，466 4，839 5，387 45，578 

1923 13，313 3，584 5，558 7，299 60，744 

1924 19，664 7，343 4，520 5，134 59，260 

1925 28，721 7，248 4，417 4，294 73，435 

朝鮮総督府『朝鮮貿易年表』各年の「主那輸出入品地方別」より作成，満州とは関東川，南満
洲及東部門家古，北満洲を合計したもの@

水但し.1913年以前は発表がないため，中国全体の数字を代用。

輸入がなされ，粟，その他の穀類・豆類輸入構造は定着した。

第 2点は，満洲からの石炭輸入が着実に増大していることである。 1912年以

前は5日万円以下叫の輸入でしかなかったものが 13年から16年は約 100万円，

17年には200万円， 18年には340万円 19年 20年には邑00万円以上と増大をみ

せている。この満V'IIか bの石炭輸入の増大に関してさらに注目されるのは，

朝鮮の石炭輸入構造の変化との関連でそれが生じていることである。工場の動

力化の進展〈工場設置動力機関数は， 1911午に148，総馬力6058であったが 1915年

には105，総馬力16252;192C年には871，総馬力80766に増夫)， 鉄道の路線延長・運

転回数の増加 (1910年に約1760万哩であった鉄道車両走行哩数が， 1915午には31印方

の のと同樟の理由により中圏全体からの輸入額であるが，ほ比全額満測からのもりと推定できる。
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哩， 192日年には5130万哩に増大〉など朝鮮における石炭需要の増大に対して石炭

産出高 (1910年約B万ト γ，1915年23万トン， 1920年29万トン)が追いつかず，年々

輸移入高が増大する (1910年約13万トン， 1915年38万トン， 1917年62万トン， 1920年

82方トン)が5〉，その中で石炭輸入先を日本から満洲に変化させているのである。

1908年 (99.1%λ 1911年 (94.7%;と輸移入の 9割以上を占めたことがあった

日本は， 1913年には39%と，初めて50%~割り，以後30%台を続けながら徐々

に割合を低下させ1922牛には27.5%と30%を割る。他方， 日本と正反対に中国

は1913年の61%から徐々にシェアを高め， 1922竿には705百台に達しているので

めるべ この中国からの輸入の中身が満鉄り撫順炭であることは別の統計によ

って明らかにされている (1913年， 1914年の中国から朝鮮への石炭輸出高は，それぞ

れ約227千トン， 219千トンであったが同年の撫順炭の対朝鮮輸出高は， それぞれ226千

トン.208千トンであり中国の輸出のほとんど全部が撫順炭であることがわかる。 1917

年にも前者の 388千トンに対L後者は 344千トン， 以後比率は徐々に低下していくが，

192C年， 21年においても前者の554千トン， 443千トンに対して後者は318千ト γ，335千

トンと，なお大半を占めτいる〕730 日露戦争の結果日本が占領，獲得し，戦後満

鉄に委譲された撫順炭田は，当初23万トンの出炭 (1907年〉でしかなかったが，

翌1908年5日万ト γ， 1910年 90万ト γ， 1912年 150万ト Yと出炭高を増大させ，

1913年には 200万トンを突破し引漸く経蛍が軌道に乗りつつあったが， 朝鮮を

その重要な販売市場のーっとしていたのであったo このように，朝鮮の輸入石

炭の日本炭から撫順炭への転換，その結果としての満洲の対朝鮮石炭輸出額の

増大，これが第2点である。

第 3点は， 1917年以降の豆粕(大豆の採油残り粕〉輸入の急増である。以前は1()

万円に満たなかったものが1917年を境に， 1919年には100万円台， 1920年には

5) 以上の叙述の中の散字は，朝鮮総督府『朝鮮総督府統到年報』各年所載語表のものa

6) 向上書より算出。
7) 中国の対朝鮮石炭輸出高は，朝鮮総督府，同上書。慨匝炭の対朝鮮輸出高は，満鉄調査課『権
順炭の販路』大正14""66-67ペ ジ。ただし，後者の世宇は当該年4月翌年3月のもの。

8) 南満沙鉄道株式会社十嘩史』同社漏，大lE8年，町9日Oベー主人
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400万円台となり，その後も巨額の輸入が続いている。

以上，朝鮮の対満洲入超構造とその深刻化とし、う事態をみてきたが，最後に

もう一つ注目すべきことは，満洲{則からみた対朝鮮貿易の比重の増大という点

である〔第 1表括弧内の数字参照〕。対朝鮮輸出額が増大するとともに，その全貿

易額に占める割合も徐々に増大じている。 1913年に全貿易額の 5.2%， 1914年

に4.1%であったものが. 1919年， 20年には10~百を越え， 1921年， 22年とその

割合を低下させているが， 1923年以降再び10%を越えている。

以上が問題とする時期の朝鮮・満洲問貿易の半な特徴である。

2 朝鮮・日本間貿易〈第3表〕

第 3表朝鮮の対目本貿易

〈単位千円)

(移 出) 〔移 入) 〈差額〕

米 |大豆附総額 綿織物|綿系|主属製高両&器移λ糊 c， .A 超

1910 4，154 5，093 15，379 5，129 1，816 777 717 25，348 .6. 9，969 

1911 2，821 4，233 13，341 7，383 2，141 1，138 1，134 34，058 .6. 20，717 

1912 4，252 4，917 15，359 9，768 2，356 1，509 2，253 40，766 ι25，407 

1913 11，402 5，510 25，314 9，633 1，959 1，173 2，378 40.429 .6. 15，115 

1914 14，246 3，793 28，587 9，049 2，210 1，741 1，838 39，047 ム 10，460

1915 21，323 5，157 40，901 9，772 2，598 1，577 1，841 41，535 A 634 

1916 14，356 5，986 42，964 13，006 3.368 1，672 2，577 52，459 ρ9，495 

1917 17，88C 9，107 64，726 19，345 5，103 2，566 3，7σ7 72，696 .6. 7，97 

1918 56，788 9，477 137，205 28，676 3，864 4，992 14，987 117，273 19，931 

1919 106，547 20，593 199，849 65.603 6，044 7，379 12.579 184，918 14，931 

1920 73，196 17，262 169.381 27，580 3，803 7，888 10，858 143，112 26，269 

1921 88，784 22，769 197，393 40，245 4，826 8，464 6，702 156，483 40，910 

1922 93，690 21，848 197，915 30，639 3，563 7，684 6，686 160，247 37可668

1923 112，932 20，693 241，262 31，739 4，186 10，418 8，700 167，452 73，810 

1924 163，312 25，064 306，660 41，937 7，297 9，811 11，345 211，817 94，843 

1925 172，656 20，274 317，289 44，415 9，855 9，929 10，684 234，624 82，665 

『朝鮮総督府統計年報』杏年より。

この時期の朝鮮・日オ玄関貿易の第 1の特徴は，朝鮮の本格的対日米移出の開
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始とその定着という点である。 1913年， 従来500万円を越えることがなく， 大

豆移出額をも下回っていた朝鮮の対日米移出は一躍1000万円を越え，以後1917

年まで毎年1500-2100万円の移出額が続く。そして，それは同時に. 1914年に

台湾の対日米移出額を上回った〔日本の米輸移入総額に占める朝鮮からの移入，台

湾からの移入の害恰は. 1913年にはそれぞれ， 14.9%， 21.8%であったが， 1914年には

31.0%， 15.0%と初めて逆転し，以後その差は拡大していく〕引 ζ とに端的に示される

ように，対日米移出基地としてD朝鮮り位置づけが不動りも D となっていく過

程でもあった。 ζの過程は， 1918年の移出額5000万円突破， 19年の 1億円突破

にみられるように，第 1次世界大戦期に急速におし進められ，定着させられた。

また，こうした巨額の米移出の中で，従来入超であった対日移出入貿易は1918

年以降出超に転ずる。

第 2の特徴は，対日米移fH増大の結果としての対日モノカルチュア貿易構造

の定着である。朝鮮の対日総移出額に占める米移出額の割合は， 1914年， 15年

の約50%から1917年には27.6%に低下していた。 また朝鮮の米輸移出総額に占

める対日移出額の割合も， 1914年， 15年の80%以上から1917年には65.2%に低

下していた。ところが翌1918年には一転して， 前者は41.4%， 後者は92.3%へ

と増大し以後その割合を大きくしてしぺ，"。そしてこの対日モノカルチヰア貿

易構造は，対日移出総額の約 1割を占め第2の貿易品である大豆を考慮に入れ

るとき一層強化される。さらに，朝鮮の輸移出総額の 9割以上が対日移出であ

る (1916年約75%であったものが1918年以降毎年90%以上)11)という事実と合わせる

と， このことは朝鮮貿易全体の米移出モノカルチュア型構造の確立であった。

第 3に，朝鮮の対日移入の面においては，移出と対照的に製造業製品の比率

が大きいことが特徴的である。品目別では， 日本の代表的輸出品であった綿製

品〔中心は綿織物で1910年代士通じ亡総移入額の2ト 25%，綿糸を合わせると約30%)

9) 東洋鮮揖新報朴『日本貿易精監』昭和10年" 154， 48臥 593へージ所載各表より算出。
10) 朝鮮総督府統計年報』各年より算出。
11) 向上斗
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の占める割合が大きいのは当然であるが，金属製品，車両・船舶・機械類が一

定の比重を占めている(1910年代を通じて両者あわせてほぼ移入総額の 1割前後，た

だし1918年は17.1%) ことは注目される。移入総額の推移においては第1次世界

大戦期を境にして飛躍的増大がみられる。

第 4に， この日本の対朝鮮移出増大の結果， 日本による朝鮮市場支配の最終

的確立がなされたという点が特徴的である。朝鮮の輸移入総額に占める各国の

割合をみると， 1906年に朝鮮輸移入総額の76.7%を占めていた日本は， 1900年

代末からずェアを低下させ， 1913年には56.5%にまでなるが，その年を転回点

として1918年には74.1%まで上昇させる(以後1919年， 20午は.65.9%， 59.9%と

時的化低下するが，その後回復し1925年に， 69.0%)。 これと対照的なのは米，英で，

米国は1905年の6.0%から1913年の11.0%にまでシェアを増大させるが，それ以

降は第1次大戦中の一時的上昇 (1917年11.3%) を除いて低下させ， 192日年に

は8.1%， 1925年には2.8%となる。英国も， 1909年の17.7%という最高水準以

降一貫して後退を続けている(1910年15.7%，1915年7.2%，1920年2.1%， 1925年1.5

%)。唯一1 中国だけがシェアを増大させているが(1910年9.7%，19日年13.6%，

1920年28.4%， 1925年24.5%)， その内容は前項でみたとおりであり，英， 米の凋

落と日本のシェアの増大は， 日本の朝鮮市場支配の確立を示しているのであ

る山。 そしてこの過程は， 1920年の日本関税圏への朝鮮市場くみ入れ (191日年

の朝鮮旧民税見10年間据匡宣言の解除〕によって仕上げがなされたのであった。

こうして，一方における米移出毛ノカルチュア構造の形成，他方における製

造業製品移出の増大，その中での朝鮮市場における日本支配の確立，乙れらが

この時期の朝鮮ー日本間貿易の特徴であった。

3 日本・満洲間貿易(第 4表〉

この時期の特徴を簡単にまとめると，第 1に，満洲の対日輸出の面において

は，豆粕の占める割合が非常に大きし常に輸出額の50%前後手ビ占めていると

いうこと，その結果，大豆と合わせて対日モノかノレチュア貿易構造を形成して

12) 以上ι叙述田中の数字は.r朝鮮総督府統計年報』各年より算出。
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第4表満洲の対日本貿易

(単位千海関町〕

|山 1191811919 119却 1192111白 21悶|山|日
半自 出

(1)豆 粕 21，647 28，675 43.029 38，288 45，742 41.820 46，374 44，284 40，559 

(2)大 王王 2，342 9，927 15，295 14，669 11，699 11，512 18，135 19，172 21，743 

(3)枠 蚕 来 1，229 2，390 4.4GD 3，292 10，576 7，164 8，725 6，202 7，600 

(4)石炭及コークス 1，011 1，607 963 1，591 2，617 5，264 7，123 8，620 9，867 

( 司 そ の 他 計 38，888 58，492 96，793 81，295 89，774 80，456 105，517 99，194 99，257 

(1)!(5) % 55.7 49，2 44.5 47.1 51.0 53，2 43.9 44.6 40.9 

(2)/(5) % 6.0 17.0 15.8 18.0 13.0 14.3 17.2 19.3 21.9 

車市 入

(6)綿 部占 物 16，998 20，941 36，964 30，804 22，994 28，353 22，292 22，151 35，143 

(マ)綿 糸 6，279 4，954 5，960 7，007 8，540 8，590 6，379 4，833 I 5，800 
(8)鉄 及 銅 5，150 6，141 4，895 4，243 2，760 2，039 2，899 3，347 3，575 

(9)機械器具 1，951 3，181 2，890 3，065 3，431 .1，051 2，570 3，101 2，434 

(10)その他計 72，075 69，452 92，058 82，388 71，559 71，313 67，869 63，408 88，266 

(6)!!叫 % 23，6 30，2 40，2 37.4 32，1 39.8 32.8 34，9 39.8 

(司!(:叫% 8.7 7.1 6.5 8.5 11，9 12.0 9.4 7.6 6，6 

南満4港の合計額， r北支那貿易年報』各年より作成一

いる(両方で対日輸出総額の60-65%) こと， このことが特徴的である。その他，

本格化するのは少し時期が下がるが，石炭古また重要な輸出品となっている。

第 2に， 日本の対満洲輸出においては，綿製品が総額の 3分の lから半分近

くを占めていること，及び，鉄及鋼， 機械器具が主要輸出品となっている〔両

者あわせて全体の 8-10%) こと， と〈に後者が注目される。

第 3に，満洲の貿易総額に占める日本の地位をみる。まず輸移出総額中の対

日本輸出は1915年のお 0%(1913年4~.8% ， 1914年46.2%)から徐々に上昇し， 1919 

年には54.4%に達し， 1920年42.7%， 以後1920年代前半は40-50%の聞を変動

Fる。次に満洲の輸移入中に占める日本の割合も， 1915年の35.5%(1913年38.0

%， 1914年39.4%)から1910年代後半は上昇を続け， 1920年には47.7%に達して

いるにむ間1917年にほ51.8%)。以後1921年一1925年はほぼ35-40%の聞を上下
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している'"。こうして， 1910年代は全体として，満洲の貿易関係に占める日本

の地位は増大している。

このように満洲・日本間貿易には，朝鮮・日本間貿易と共通の特徴がみられ

る。つまり，一方の豆粕・大豆モノカルチュ 7，他方における製造業製品の輸

出，その中での日本の満洲市場に占める地位の増大，という構造であった。

4 総 括

以上， 1910年代の満~H，朝鮮， 日本聞の貿易〔商品流通〕関係におけるい〈つ

かの特徴をみてきたが，これらの特徴の関連をその背景を考察することによっ

て検討し，総括を試みる。

日本，朝鮮，満洲の相互関係における背景の 1つをなしているのは，日本の米

輸移入問題，及びそれと栴接に関連する肥料輸入問題であるの 1906年以降1911

年迄.200口万円一-3000万円にとどまっていた日本の米輸移入額は， 1912年，約

450日万円という新たな水準に達し，翌日年には従来の最高額(1904年の633日万円)

を越える7660万円を記録，次の1914年も 4600万円とし寸高水準を保った。この

1912-14年の米輸移入は単に額の点で史上最高であっただけでなし内容の点

でも従来とは異った様相を呈していた。つまり，従来の輸移入増大は前年の不

作によるもの (1890年 1888年の未生産高386日万石に対し 1889年は3300万石に減少，

その為1890年の米輔移入額は前年の14万円から 1230万円へ激増， 18肝-98年 1895年白

米生産約 4000万石に対して 1896年3620万石， 1897年3300万石と 2年連続司可乍， その為

1897年の米輸移入は前年の 570万円から 2160万円へ急増， 翌1898年も 4940万円の巨額の

輸移入が続いた〕か，または戦争準備の為のもり (1903-05年 日露戦争準備と1902

年の不作均三重なってHリ年， 前々年と1000万円台であった輸移入が1903年5690万円， 1904 

年6330万円， 1905午5330万円と激増〉であったが，今回のそれは大した生産低下が

みられない(1911年白生産高は5170万石で前年の4660万石に比してむ Lろ増大， 191ヌ年，

13年もともに5020万石叩生産高をあげていた〉仁もかかわらず米価が急騰し(深川正

末平均相場でそれをみZ主. 191C年の 13.27円が. 1911年 17.35円 12年30.96円 13年

1の数 字は Wjt支那貿易年報』各年より草出.
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21.33円と急上昇).輸移入が増大するという経過をたどったのである。そしてこ

うしたパターンは. 1915-16年の比較的低輸移入〔それぞれ3430万円.2440万円〉

の後をうけた1918年 1億7000万円. 19年 3億円突破， 以後 1億円以上の輸移入

が毎年続くとしヴ巨額の輸移入の継続の中で定着する 14)0 1912-14年に端緒を

開き 1918年以降定着した，乙のような日本の米輸移入構造によって朝鮮からω

米移出が要請され，その結果，朝鮮の満担 1からの粟・雑穀輸入が必然化された

のであった。そのことは，日本の米輸移入，朝鮮の対日米移出，満洲の対朝鮮

粟・雑穀輸出の 1つの変動の時期的一致をみても明らかであろう。それらはす

べて1912ー14年に端緒を開雪. 18年以降定着Lている。米輸移入問題，米価問

題は戦前日本農業の基本構造=寄生地主制に係わる問題であり，戦前日本資本

主義の根本的矛盾の現われの 1つでもあった。この矛盾を植民地にしわょせす

ることに解決しようとした結果が朝鮮の対日米移出の増大であり，満洲の対朝

鮮粟・雑穀輸出の増大であったのである。

さらに， 日本の対満洲輸入の大半を占めている豆粕・大豆輸入，及び第 1次

世界大戦期以降の満洲の対朝鮮豆粕輸出の増大のもつ意味も，今述べたことと

の関連でとらえることができる。戦前日本農業はまた零細農業をその基本的性

格のーっとしており，容易に生産性を高める手段として施肥に頗る度合が大き

かった。従って肥料供給は日本農業にとって極めて重要な問題の一つであった

が，豆粕は各種肥料の中で重要な役割を果したのであった。それは，年々増大

する肥料輸移入総額の z分の 1--3分の 2以上を占め〔日本の肥料輸移入額は，

1910年約3800万円， 1917年7000万円， 1919年1億9000万円， 1920/9ニ2億3500万円と増大

したがそり中で大豆粕の占める比率は， 1910-14年45ー5O%，1915-17年約70%，1918 

年77%と上昇し， 1919年， 20年は64%. 57%と低落したが1021年には71%と回復してレ

るλ 国内生産高 (1908-12年平均150万貫， 1912-16年平均310万貫， 1917年680万貫，

1918年920方貫. 1919年940万貫. 1920年665万貫)を合わせて販売肥料中最も重要な

14) 以上，米輸事入額は.，日本貿易精覧.!l154， 485， 593へージより算出。米生産高は，朝日新聞
社『日本経済統計総観』昭和5年.702ベク，深川E米相場は，伺1165ヘ ジによる。
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ものの一つであった。満洲の対日豆粕輸出はこうした意味をもっていたのであ

り， その増大が日本の米輸移入増大と同じく 1913年〈数量で 1億担，額で3000万

円突破)， 1919年〔同じく 2億担， 1億円突破〕を画期としていることもその例証

となっているlへまた，大豆は豆油製造と同時に副産物としての豆粕製造用原

料でもあったのであり， 1918年以降の満洲の対日大豆輸出増大が日本での豆粕

生産増大と数期を同じくしていることはこの関係を物語るものである。最後に，

第 1次世界大戦期以降の朝鮮の対満洲豆粕輸入増大についても，前年の 3倍以

上， 430万円という輸入額を示した1920年は， かの「産米増殖計画」着手目年

であることを想起すれば， そのもつ意味関連は明らかであろう。朝鮮におげる

肥料使用統計もそのことを物語っている (1916年12万貫であった大豆油粕消費

高は， 1918年には160万貫， 1919年500万貫， 1920年580万貫へと増大， 以後

1921-22年は500万貫世下回るが再び増大L-， 1925年には1210万貫に達した〉出。

背景の第2は， 日本の右炭輸出余力の低下という問題であるの急速な工業化

に対して出炭高は増大しつつも追いつかず (1910年1570万トン， 1915年約2凹 3万ト

ン， 1920年約30回万トン 19お年3150万トン)， 日本の石炭輸移出高は1913年を頂

点として以後減少を続ける (1906年240万トン， 1910年約300万ト人 1913年402万トン，

1920年240万 lン，その後横ばい状態を続け 1925年 280万トン〕。それと対照的に，

1914年， 1920年を画期としながら輸移入高が着実に増大していく (19日6-09年10

万トン以下， 1910年24万トン， 1914年107万トン， 1915-19年70-90万ト/， 1920年100

万トン， 1925年210万トン)m。 朝鮮が石炭輸入先を日本から満洲に転換したこと，

及び満洲か bの対日石炭輸出の増大の背景には以上の問題があったのである O

15) 日本の肥料輸移入に関する数字は， ，日本貿易晴覧.11師， 207 2凹， 211， 268， 242-345， 603 
へ ジより算出，ただし肥料紅潮とは，大豆粕，その他の油他硫安，硝酸ソーダ，燐鉱石，硫
陸カリ，過牌酸出灰，人造d肥料，硝石，骨粉，血粉，獣骨 (iE持用)，乾魚(同)，筒、粕，プイツ
シューグアノ，その他の肥来七の各項目を合計したもの.肥料生産高は，農商務省商務局『重要
輸入品ニ関スル調査H.肥料』大正11年， 74へージ付表による.

16) 朝鮮総督府『農業統計表』昭和9年， 108へ ク。
17) 日本の右炭産出高は 'E本経済統計総観Jl770へージ， 輸事出入高は『日本貿易精覧JI106， 

?69， 500， fi2L 600， 624日各へ ;/より草出。
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そして，既にみたように満洲からの石炭輸出の中身は撫順炭であった。このよ

うに， 日本の輸出余力の低下を植民地満洲からの輸入， しかも国策会社満鉄経

営炭鉱からの輸入によって解決するという構造が， この時期形成されていった

のである。

背景の第3は，満洲・朝鮮に対する日本の車両・機械類，鉄類輸出をもたら

した， 満洲・朝鮮における鉄道の建設と営業の発展である。満鉄の広軌化

(1906-08年)， 安奉線改築 (1909-11年)， それに伴う運輸D増大 (1907年度に約

150万トンであった貨物運輸が1913年には500万ト γ ，1919年には1000万ト γを突破，その

問貨車数も 1100阿余から4800両に増加〉また朝鮮における鉄道建設 (1909年に640哩

であフた営業哩数が 1918午には約 1100哩とほぼ倍化，車両走行"'1'.数の増大は木稿8::¥-84

ベー γ 審照)凶， これらは日本からの建設資材，機械・車両の輸移入をもたらし

たのであったのなお，先にみた朝鮮における石炭需要増大の重要な要因として

この鉄道建設があったことも言うまでもない。

さて，これまで日本，朝鮮，満洲間貿易の諸特徴を，その背景を探ることに

よって関連づけようとしてきたが，それを要約すると次のようになる。日本の

米輸移入〔米価〉問題・肥料問題， 朝鮮・満洲における鉄道建設， 及びそれを

媒介とする石炭問題が，満洲の対朝鮮粟・雑穀輸出，対日本・朝鮮豆粕〔大豆)

輸出，石炭輸出，朝鮮の対日本米移出，日本の対満洲・朝鮮工業製品輸出をひ

き起こしたということ，つまり，朝鮮・満洲の対日本食料・原料供給，日本の

工業製品輸出を内容とするこれら 3地域のいわば|系列化」がなされつつあっ

た， ということである。そして，さらにそれを貿易量及び貿易差額の面で見れ

ば，同じことが朝鮮白対満洲入超構造，満洲の貿易関係に占める朝鮮・日本の

比重の増大，日本の朝鮮市場支配の最終的確立などとなって現われているので

ある。

このように総括された1910年代の満洲，朝鮮，日木問貿易関係にみられた諾

ユ8) 満鉄に関する数字は， ~南満洲鉄道株式会社ニ十年時史』同社編，昭和 2年， 80-81ヘ ジ，
102-103ベ リ記載申表より。朝鮮鉄道のものは『朝鮮総督府統計年報』各年より u
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特徴は， 第 1次世界大戦期に新たな展開をみせた日本の対満洲通貨金融政策

(寺内内閣のそれ〕とどのような関連をもつものであろうか， 本節の最後にこの

点を考察する。結論を先に言えば，今総括された諸特徴は全て，満洲の金本位

化，朝鮮と満洲の金融一体化を要請するものであった，ということが言えるの

である。満洲・朝鮮間貿易の量的増大とその商品構成は朝鮮経済にとって満洲

を不可欠なものとし，満洲・朝鮮聞の商品流通を円滑にする為の満洲金本位化，

朝鮮・満洲の金融統 を要請した。何故なら満洲が銀本位のままであれば，金

本位である朝鮮との交易は不安定な満洲の金融状態に加うるに金銀比価変動の

影響を蒙り，一層不安定なものとなるからである。そして， もし満洲lに金本伸

制が敷かわれば，金銀上士価変動の影響は魚れることになり，その上さらに朝鮮

と同じ通貨が流通するようになれば，満別|はあたかも朝鮮〈つまりは日本)市

場が延長されたのと同じ状態となるからである。同じことは，日本に肥料・石

炭を供給する日本・満洲間貿易の面からも言え，また日本の工業品輸出の面か

らも言える。

こうした貿易量の増大，及びその商品構成の重要性の点だけでなしさらに

一層満洲の金本位化，朝鮮・満洲の金融一体化政策と密接な関連をもつものは，

朝鮮の対満洲入超構造であった。この入超構造の為に朝鮮銀行は対満洲輸入為

替の決済に困り，その解決策の っとして満洲進出を図るのであるが，同時に

また満洲の金本位化，朝鮮・満1111金融一体化を要望することになるのである。

『朝鮮銀行客史~ (同史編纂会編z 昭和35年〉には， ιの聞の事情が次のように述

べ bれ亡し、る。

「創業以米，調査室く後に局となる〉を中心に熱心に検討して来た刻満貿易の逆調

問題は，勝旧総裁時代 (19日年12月 1916年10月，引用者〕に入り愈々具体化lo，朝

鮮銀行券め満洲内流通の促進を目的として支庖出張所の増設を計り，輸出為替の取入

れに努力することが先決要件であるとL、う結論に達した。J(25ベーシ〕

このように，朝鮮銀行は満洲支腐を増設し輸出為替を買いとることによって

朝鮮の対満洲輸入為替を相殺しようとするとともに，満洲における朝鮮銀行券



94 (94) 第 121巻第1.2号

流通の促進一一それが完成， つまり満洲が朝鮮(日;本)通貨圏に完全に組み入

れられれば，為替決済問題発生の根拠そのものがなくなるー に努める。こう

して，朝鮮銀行は，満洲進出を行う一方で，朝鮮・満洲金融一体化を要望する

こととなり，それは，対満洲入超幅D拡大につれて一層その切実さを増してい

ったのである。

11 資本輸出，交通=運輸体系

1 日本の対満洲資本輸出

前節で考察したことは，貿易西からみた日本，朝鮮，満洲，とりわけ朝鮮経

済と満洲経済の結合強化として総括することがで雪た。しかし，これら 3地 域

の経済関係の検討においては，帝国主義段階において「典型」となった資本輸

出の面からの分析がさらに不可欠である。

ところで，ある一国なり企業が資本輸出を考える場合，資本輸出先の貨幣制

度の統一・安定に対する要請，及び可能ならば輸出国と同ーの貨幣制度を敷〈

ことに対する要請は，貿易関係のみにとどまる場合をこえるものがある。とい

うのは，貿易に伴う為替取引の場合には，外国為替銀行，貨幣取引所などを通

じて為替相場変動，金銀上七価変動による損失を比較的小さくすることができる

が，資本輸出の場合は取引が長期にわたること等の為，それがほとんど不可能

だからである。たとえば，日本で資金を借入れ満洲で運用し，得た利益でもっ

て返済を行おうとするとき，その聞の満洲・日本聞の為替相場の変動如向によ

っては，利益が相殺されてしまうと"、うことが起きうるのである。このことが

単なる仮定でないよとは横浜正金銀行円銀券による満洲幣制統 策に反対する

満鉄理事の発言 (1907午末)一一満鉄の 1億 2千万円の資本金及ひ，'4千万円の社

債は全て金建であるから，満~Hが金本位制でないと経営は安定しない，0) ゃ，

19) r高橋男爵ガ恒ニ満鉄側ニ立ツテ御考ガ願ヒ度イノハ銀本位採用ヲ満鉄ガ同意γ タト仮定シテ，

四千万円ノ金ノ借金 h 壱憧弐千万円ノ金資本ヲ有スル満鉄ガ，銀ヲ以テ収支ヲ為スモノトセ〆、

一朝銀ノ下落ノ場合ニハ収入ノ、減ズルガ，主出ハ大部分日本人ノ給与，其他企貨国へノ支払デア

ルカラ 収入ノ繭ジタニ比シテ.主出ヲ冊スル事ガ出来ヌ，半期ノ快算ェ際シテ，鉄道ノ純益ノ



1910年代東北アジアの経済関係と日本の対満訓通貨金融政策 (95) 95 

192日年中ごろからの銀価急落の中で満洲進出企業の解散・減資が続出している

(次頁第5表「法人企業投資」中「減資+解散・転出」の項参Pii¥) ことを見れば明ら

かであろう。

1915年， 大隈内閣は「対華21ヶ条要求」を為L 武力を背景に中国政府に

「南満洲及東部内蒙古エ関スル条約」を認めさせたが，その結果， 日本は満洲

における土地商租権，鉱山採掘権，居住・往来・経済活動の自由など，満洲の

資源支配，経済支配の為のかつてない広範な権利を得た。大隈内閣のあとをう

けた寺内内閣の方針は，実際に資本輸出を行うことによって，それらの諸権利

の実質化とその一層の拡大をめざ、すもりであった。寺内内閣成立後問もない

1917年 1月 9日の閣議決定「対支方針」は，その第 5項目に「帝国ハ南満洲及

東部内蒙古ニ付テノ、既定ノ方針ニ依リ帝国ノ特殊利益ヲ益々拡充増進シ」耐と

述べ，さらに，同時に作成された「対支方針大綱決定ニ伴ヒ施設スヘキ細目」

では，次の一項目が掲げられている。

「大正四年五月締結ノ満蒙ニ関スノレ新僚約ノ保項ノ有効ナノレ活用エヨリ同地

方ユ於ケル我勢力ノ扶殖ヲ計ノレ事ー・・其傑約文ノ励行ニ努ムノレハ勿論一面ニ於

テ同僚約ノ精神ヲ拡充γ テ之ヲ活用スノレニ努メ以テ事実=於テ満蒙地方ヲ完全

ニ我勢力下ニ収ムノレ事ニ努ムへシj2l)

こうした方針に基き政府は満洲に関する巨額の借款投資を行い，それと並ん

で民聞の事業投資も急激に増大した(第5表〉。それらのうち主なものを列挙す

ると，事業投資の面では，満鉄鞍山製鉄所(1916年建設開始， 1919年第 1回出銑)，

同じく撫順炭田における新坑開発 (1917年千金葉西方第2露天堀及び龍鳳坑， 1918 

年新屯坑)， 本渓湖煤鉄公司における製鉄 (19日年第 l熔鉱炉火入れ)など， 借款

投資の面では，鉱山，森林開発に関するもりとして吉黒林鉱借款(1918年， 3000 

¥、ガ百万円，百五十J円/増減ガアツテモ，大勢ヨリ論ズレバ，或ハ僅少ノ欄テeアルカモ知レヌガ，
其畢響スル処社債ノ信用，}Cノ、会社ノ基礎工迄h 害ヲ及ボス様ナ筆ガアリマスマイヵJ(関東
軍統治部「日本側満洲最初ノ金融制度ト幣制』昭和 6年， 49-50へージ)

20) 外務省編『目本外主文書』大正6年第 Z冊，昭和43年， 3ヘ ジ。
21) 圏す国会図書館所蔵 r寺内iE毅閣係空書』四四三の10
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第 5表 日本の対満洲資本輸出

〔単位千円j

i去 人 企 業 投 資

企業新設|資本払込|培 資|童生宮|差引純増

借款投資

1906 105.105 105，105 

1907 559 559 

1908 1，659 1，659 

1909 766 766 320 

1910 40 
3，8420 2 

1911 3.262 3号O 300 90 

1912 1，269 10，000 11，269 90 

1913 5，904 8，350 14，254 

1914 1，325 4，00U 5，325 

1915 2，398 4司500 350 21 7，227 

1916 9.122 4，000 1，000 14.122 8，634 

1917 12，500 10，506 61 22，945 9，763 

1918 26，201 13，000 270 1，423 38，048 63，815， 

1919 65，816 30，641 8，993 4，230 101，220 2，256 

1920 53，690 8，811 140，054 26，087 176，468 32，100 

1921 29，042 2，569 2，653 19，709 14，555 560 

1922 12，374 15，593 6，435 15，908 18，492 1，941 

1923 28，501 2，244 6，384 18，524 18，6口5 8，790 

1924 3，353 1，828 42 12，974 ム 7，751 9，515 

1925 19，754 16，026 2，415 15，158 23，037 8，119 

法人企業投資は全て#込資本金額，ム低減
満鉄庶務部調査課「満蒙おける日本の投資状態』昭和3年， 17，80，82-83， 94-97， 100--101へ

ージより作成

万円入鉄道に関するものとして吉会鉄道借款 (1918年， 1000万円)， 満蒙四鉄道

借款〔同年， 2000.万円)，四鄭鉄道借款〔同年， 260'万円〕などがあった。それらは.

1906年の満鉄設立を別にすれば，初めての本格的対満洲資本輸出と言ってよい

ものであった。三れを保障し，一層助長する為に満洲の幣制統一，金本位化が

要請されたのであった。

2 朝鮮・満洲の交通=運輸体系の統一
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1910年代の日本，朝鮮，満洲 3地域の経済関係に生じた諸変化の考察の最後

に，朝鮮・満洲間(さらには日本も含む 3地域間)の交通=運輸体系の統一に着目

しな円才Lばならなし、。

朝鮮ー満洲聞の交通=運輸面での結合は，主として鉄道路線の連絡及び営業

の統ーによってもたらされた。第 1に， 1911牛の満鉄による安奉線全面改築・

広軌化，及び朝鮮鉄道巳よる鴨緑江架橋の完成があげられるo この結果，朝鮮

鉄道と満鉄の線路が接続きれ，同年11月より長春・京城間直通列車の運行が開

始，翌年には釜山まで延長された。第2に，両鉄道の利用を助長する種々の方

策がとられた。 1913年の中国鉄道京奉線，満鉄，朝鮮鉄道，日本鉄道を結ぶ日

支連絡貨物運賃制度， 1914年の満鉄，朝鮮鉄道， 日本鉄道，大阪商船， ロシア

側鉄道を含めた目満連絡貨物運賃制度，その他の連絡貨物運賃制度が設けられ

たのはその一つの現われであった。そしてさらに重要なのは， 1913年 6月より

朝鮮・満洲間国境関税が日本の強い要求によって 3分の 1に引下げられ，同時

に朝鮮の満洲向貨物運賃が引下げられたことであった22L こうした朝鮮鉄道及

び満鉄両鉄道の関係密接化の一つの頂点として前稿 (6~ベージ〕でもふれた朝鮮

鉄道と満鉄の経営一体化があったのである。

以上， 日本，朝鮮，満洲 3地域間の交通=運輸体系の統一化を後2者聞を中

心にみてきたが，それは各地域聞の物資の流通を保障するとともに逆にそれら

を助長し，経済的結合をより強化するものであった。そして金融的結合を要請

するものであった則。

22) 以上の叙述は，朝鮮総督府鉄道局『朝鮮鉄道史』第l巻，昭和4年.45-7， 514-520， 536-542 
へ ジ南満州銑道株式会社十台三史』同誼議乱大正8年， 313-314，剖4-345ページによった.

23) これまで問題とする時期目 3地域聞の経済関係の諸特徴，生じた諸変化を貿易関係.資本関係，
及びそれらを保障する交通=運輸面で白関需に於いて検討してきたが，本士で触れなかった重要
なこの時期の特徴として，朝鮮農民の満洲移住の増加がある。事住の実態把握は容易ではないが，
『朝鮮の人口現象j(朝鮮総督府，調査資料第22輯，昭和 2年〉によれば， 1910年の日本による朝
鮮静合以後，毎年1方人規模の満制移民が行なわれており， 1918， 19， 20年にはそれぞれ，約3

万7000人， 4万4000人， 2万2000人の大規模移民が記録されている巴こうして別の調査〔朝鮮銀
行調査部「満州に於ける朝鮮人の桂済且金融状況』大1E10年〉によれば1918-192C年頃， 満洲各

地域には次に示される教の朝鮮人が移住していた@間島地方，男15方6500ん女12万9300人，ノ
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III むすびにかえて

一一寺内内閣対満洲通貨金融政策の挫折とその後一一

以上， 1910年代の日本，朝鮮，満州の 3地域聞の経済関係に生じた諸変化を

検出し，寺内内閣の下でなされたH本の対満洲通貨金融政策の新たな展開との

関連をみてきたが，その中で明らかになったことは，寺内内閣が強力に推進し

た満洲金本位化，朝鮮・満洲金融一体化政策が，それらの諸変化から要請され

るものであったということである。繰り返せば，日本の米価・肥料問題，石炭

問題等を起動因とする 3地域聞の貿易関係の密接化，その中での朝鮮の対満洲

入超問題，さらに， 日本の対満洲資本輸出の増大，満洲と朝鮮の交通‘運輸体

系の統合，等々，これらの諸変化に適合し，推進する政策であった， というこ

とである。

しかしながら，寺内内閣の対満洲通貨金融政策は以上のような要請をうけな

がらも，同時にまた戦前日本資本主義を特徴づける「脆弱性」一一ここでは金

風力の弱さ によって制約されざるをえなかった。日露戦争後うち立てられ

た円銀統一策が銀資金の不足によって失敗，放棄されたことは前稿けの 3)で

既にみたが，乙白銀資金の不足という問題が第 1次世界人戦期になっても解決

されていないことはしぺつかの事例'"で明らかになっている。こうした銀資金

の不足を つの背景としてうち出された満洲金本位化政策も中国の膨大な銀貨

幣閤，英・米の金融力，銀勢力に対抗 Lうるだけの金資金の豊富さを意味する

ものではなかった。そのことは以下の点に示されている。第1に， i金券条例」

、計四万5剖0人。安東県地方， 11田戸，男2690人，女2223人，計4913人@奉天地方， 504.97戸.273921 

人。吉材。也方， 1532戸，男4789人，女2555人，計7344人。そしてその大多数が農民であった。
こうした朝鮮農民の満洲移住の増大という現象を前にして寺内内閣は花来の移民政策から脱皮

¥.-，その助長策をとる (1917年7月，第四回帝国議会における東洋拓殖株式会社法改正案の議論
の中での，勝田主計，政府書員轟骨郎の再ヂネなど】のであるが，これら目点は通官令融政置とは
直接に関悟するものではないため詳しい検討は別の機会に譲る。

24) その端的な例として1916-17年の，いわゆる「印棉為替決済問題J(その経過は例えば，大蔵省
『明治大正財政史』第17巻，昭和15年.646--651へーク参照〕があげられる.
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〔前稿67ベーシ参照〉の発布が決まり， いよいよ中国の金本位化が具体的に進め

られようという段階になって，中国への金現送を主要な理由にして中国幣制改

革「後廻し」論が寺内内閣自身の中に生じてきたこと 25九第2に，金本位化政

策そのものの内容の点でも，満洲金本位化を担う通貨として，厳密には免換紙

幣と言えない朝鮮銀行券を用いざるをえなかったということ，また中国側通貨

の金本位化についても完全な金本位化ではなし従来の通貨はそのままにして

おいてその上に金本位紙幣(金貨免換ではなし為替免換のみ行う〕を流通に加え

るにとどめざるをえなかったということ，これらの点に端的に表現されている。

このように，金融力の弱さ，銀資金及び金資金の不足一一一それはまた当時の日

本の経済力に規定されたものであった は日本の対満洲通貨金融政策を常に

規定・制約する内的な要因 Eあった'"。

この内的な脆弱性が，米騒動 (1918年 8月〉という国内の政治的危燐，それに

続〈戦後恐慌の中で， また，経済力士急仲させた米国 (1918年7月，対中国新借

款国提議〉の一前で， さらには第 1次世界大戦後の中国・朝鮮におけ岳民族解放運

動の質的発展 (1919年5・4，宣勤， 3・1独立運動)の前で極端に露呈したのは避けら

れない事態であ司た。 1918年 9月寺内内閣が退陣し，その後をうけた原内閣は

西原亀三らが中国側に強力に働きかけて発布きせた「金券条例」に対・して米・

英らとともに反対する方針を決定し (1918年11月)27)， 同時に対中国借款・財政

25) 1918年5月末，西原亀三は政府の命を圭け最後。訪中を行うが，中国到着後すくに勝目蔵相に
電報 (5月21日付)をうち，中国側の金岩手条例目詰布決定を知らせ政府の指ぶを仰いでいる〈外曹
省編『日本外主文書』大A7年第 2冊下巻，昭和44年， 813ベージ〕。ところが，政府は「本件ノ、
船吏ヲ遊ル為共何て明〕カ件ト区別シフー後廻ニ致シタシJ (6月4日付大蔵省杉秘書官の西原宛
電報，向上821ベ ジ〉と指令する。その理由は， r借款ヲ利用シテ金券ヲ発行スルコト、スレハ
準備トシテ金ヲ支部へ現送スノLカ如キコい、帝国ノi段構ユ副ハザルナリ若シ準備ヲ日本ニ置クト

スルょを其ノ準備ハ為替ノ作用ユヨリテ直ニ消f&~金券ノ信用ヲ維持スルコト困難ナルへク此ノ辺
尚研究ヲ要スJ(6月15日付勝因のd、林財務官宛電報，向上回3ベーのというものであった。

26) ここで言う金融力の崩d，謹資金金資金田不足には句論，中国資本白金融力，英資本り中国

金融市場支配第1次大戦以降急速に進出を行う米資本，等との関係のよでのことである。従っ
て，それらの内容を明らかにし，それとの関係で日本の通貨・金融政策を評価し，位置二川ない
限り十分な考察とは言えないのであるが，こD点は桂の課題とせざるをえないu

27) 前掲『日本外究丈書』 λ正7年i'i'2冊下巻.957べ一九
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援助差控えを声明する(同12月 )2引。こうして，満~II金本位化にとって前提条件

をなしていた中国幣制改草(金本位化〕は「列画トノ協調」を方針として進めら

れることになる29L しかし，原内閣の下において満洲金木位化政策は全面的に

放棄されたのではなかった。原内閣の下においても対満洲政策においては，日

本が「特殊権益」を有する地域としてある程度米・英に対抗してでも積極策が

とられ，満剖金本位化政策に沿う政策もい〈っかとられる。その一つは， シベ

リア出兵に伴う北満への朝鮮銀行進出，そこでの朝鮮銀行券の散布であり， も

う一つは， 1921年 4月の大連取引所建値の金建化断行である。しかし， これら

の政策もシベリア撤兵，中国商人の抵抗によって失敗L，震災恐鬼金融恐慌

を通じた日本の経済力・金融力の一層の低下，さらには米・英協調に基〈ワシ

ントン体制白圧力の下古，満洲金本化計画は達成されないまま放置きれるので

あった。

第 1に，満洲金本位化政策に基き，その担い手として満洲進出を行った朝鮮

銀行の営業をみると(第6表)，最も顕著に事態や示Lているのは貸出残高の激

減であって， 1919年末に 1億円を越えていたのが翌年には7000万円余と，その

4割近くを減少させ， 1921年には元の水準を回復するが以後増大がみられない，

つまり新規貸出枠の増大ゼロという状態であった。預金の面においても 1919年

の4460万円が翌年にはお00万円に減少し，以後1919年の水準を回復できていな

L 、。為替受払高も， 1919年の約30億円が翌年には16億円と半減し，以後10億円

余りの年が続いている。このような状態の下では朝鮮銀行券も，その流通額を

増大できず， 1921年までは若干の増加をみせるがそれ以降は減少，横ばい状態

を続ける〔第7表〕。流通範囲の点でも一時進出をみた北満からの後退を余儀な

くされる'"。

28) 外務省編『日本件主文書蛙主要文書』上，昭和40年， 229ベージ@

2!=l) との「列国トノ協調」酪韓 ぞれは寸でに寺内内閣の下においても一つの反対勢力として存
在していた(1918年3月末から6月にカ斗すての医主主芳郎の訪中及び幣制改革意見，それに対する
駐主公宮林権助及び横浜正企臨行。支持，など〉 の表面イじその論理は， 日本資本主義のも
う つの対中国通貨・金融政策としてそれ自体考察される必要があるものである。しかし，己申
点、も後の課題とぜざるをえなL。
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第白 表 朝 鮮 銀行満洲内支眉営業状況

〔単位千円)

貸出残高 預金残品 為替受払高

1913 2，315 726 

1914 3，3口8 1，064 63，663 

1915 3，682 2，085 78，566 

1916 15，231 9，107 221，239 

1917 2.3，634 12，338 987，438 

1918 69，857 31，569 1，427，484 

1919 114，989 44，555 2，956，910 

1920 72，573 28，129 1，582，476 

1921 118，357 34，口06 1，010，036 

1922 107，948 32，519 1，152，824 

1923 115，110 31，487 1，172，102 
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1920 42，3 
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1922 34，251 

1923 

1924 普 45，190 

1925 ヨ陪 42，190 

満鉄庶萌部調査諌

『満洲に於ける通貨:&

金融の概要』昭和 3年，

30ヘジ

但し. 1924， 1925年
は同課の推計.

第 2に，満洲金木位化にとって重要な役割を果たす大連取引所建値白金建化

も達成きれなかった。満洲の主要取引商品であり輸出品である大豆，豆粕，豆

油などが満洲で最も大規模に取引される大連取引所の建値が金建であるか銀建

であるかは満洲の幣制に大きな影響を及ぼし，満洲の金本位化を考える場合，

取引所建値の金建化は不可避の課題であった。従って寺内内閣もその政策の重

要な一環として取引所建値の金建化を掲げ，その為の努力を行った (lIIj稿64ベ-

/)。 しかし同時に， 取引所建値の変更は当事者の利害が犬きくからむ問題で

あり，実際上は満洲幣制の変更なしには実現が極めて困難な問題でもあった。

何故なら，満洲の幣制が銀本位のままで取引所建値だけを金建化することは，

満洲農民から銀資金で犬豆を買い付け取引所で日本商人等(大豆輸出商，豆油製

.'0) 例えば，田中布ふー『大連取引所建値論』大iE1C年，には当時の通貨状態について次のような叙

述がある。 r昨年初駄迄は，留紙幣没落と日軍出征軍用金票散布との為め金券の勢力置位を占め

ていた..)掠るに其の佳即ち昨駄以来形勢は一変した。 日本商人間は別とし，対支部

人取引は輸出入共銀に非ざれば取引不能の状態となり，大洋銀丑大洋票は金券に代りて他の一切

り員時を庄倒する ζ とになって 切目勘定は担本位となって居る ......J (37ヘ ジλ



102 (102) 第 121巻第1.2号

造業者〕に販売する中国商人に対して金銀比価変動の危険を負担させることに

なり， 中国側の強い抵抗を呼び起こさざるをえないからである。 このことは

1913年取引所設立以来の建値変更の試みの歴史を見れば明らかである3l)。満洲

の金本位化がなされていない時に建値を金建化することは極めて難しいが，逆

に，建値が銀建のままであることは満洲金本位政策を 層困難にするものであ

っ主二。

第3に，当初予定していた横浜正金銀行円銀券の廃棄も行いえず，日本側通

貨すら十分に統ーできないという状態であった。前楕 (64ペジ〕でみたように，

門銀券は1917年に関東州における強制通用力を奪われたが["満洲幣制ノ実情ー

ニ鑑ミ」叫 「当分」附そり流通が認められ一亡いた。しかし，計画された満洲白

金本位化が実現されないこと，及び，直接的には大連取引所建値が銀建のまま

であることにより，銀資金統制の必要上，円銀券はその後も継続して発行され

たυ その結果，朝鮮銀行券，横浜E金銀行円銀券が並んで流通するという変則

的状態は解消されず，満も経済界はその幣害を嘆〈と正になるのである""

1920年代，日本資本主義は，他の資本主義国の多くが相対的安定期に入った

のと対照的に慢性的恐慌状態を続ける。しかし，満洲に於ける日本資本はそれ

以上の不振を続け，倒産・撤退が相次ぐ(第5表参Jtiわ。朝鮮銀行，東拓をはじ

め金融機関もほとんどが整理状態を続けるa日。その一方で米国資本の進出.6>

31)大連取引所連値1問題の経過は，満鉄調査課『大連連値問題i~ (調査報告書第15巷， 大:iE11年，
によ〈整理されている。

32) 1917年12月27日の政府声明白大蔵省編『明治大E財政史』第15巻，昭和13革 353ページ。

33) 周 6月8日の閣議決定D 向上351ベージ。

34) 例えは，大蔵省所蔵 r勝田家文書』第116冊12号「満洲金融機関ノ欠陥J(作成者，年月とも不

記載であるが， 大正12年ごろ満鉄関係者出作成したものと思わ札る〕には次のような記述があ

る固 「大正六年鮮銀ノ満洲進出ヲ決セラレタ際正金ノ金券発行権ヲ廃止シタルモ尚銀券発行権ヲ

同行エ留保γタルコトハ今日ヨリ且レハ実ニ満洲ノ財界ニ禍根ヲ追シタルモノエシテ雨後ニ於ヶ
ル財界混乱モ古土ヨリ漉ヲ発スルコト多カリシヵ如γ」

35) 前掲『朝鮮銀行暑史Jl31-45へージ。~東洋拓殖株式会社三十年誌』同社編，昭和14年. 1トユ3

へジ。など。

36) 花旗銀行の満洲進出 191~年ハルピン. 1922年大連に支庖設置一一(東E研究所『諸外国り

M主投資， J二巻，昭和17年， 99ペ ァ)などロ
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中国資本の成長が続<'円。こうした事態り中で対満洲政策全体の再検討白必要

が生じ，結局「満洲事変J(二占領拡大策〉へとつながっていくのであるが， そ

の中で再び通貨金融政策をめぐって議論がたたかわされるのであった。通貨支

配による経済侵略の戦術と戦略I~ 日本資本主義の脆弱性の故に，たえず先行

的に提起されては破綻を〈りかえすのである。しかし，第 1次世界大戦期以降

の政策についての詳細な検討は別の機会に譲らなければならない。

(1977年 9月印白脱稿〕

37) 中国人による資本金100万元以上の銀行が 1920年代に奉天を中心に合計8行新設された〔満鉄

調査課『満洲に於ける支那銀行の概要』昭和5年L その他， 1921年， 張政権により中国人銀行

以外の大洋票発行が禁止されたのも中国資本の増大を示すものである。


